
第 2章 鋼材の材料構成則 

 
鋼材の材料構成則としては，応力－ひずみ関係を 2 直線近似（バイリニアモデル）して，硬化則に

移動硬化則を採用した基本的な（古典的な）構成則が実務でもよく用いられる．本報告書の解析例に

おいても，この材料モデルを基本にしている．しかし，この材料モデルは，非常に簡単であるが，最

大荷重以降で荷重を高く評価する傾向があり，繰り返し塑性履歴が考慮できていないなどの欠点があ

る．それらを解決した高精度な材料モデルとして，修正二曲面モデル 1)，BMC モデル 2)，三曲面モデ

ル 3)がある．しかし，これら材料モデルは，局部座屈が発生しひずみが大きい領域まで考慮する必要

がある鋼製橋脚を対象にしたモデルであり，鋼アーチ橋，鋼トラス橋の対傾構等の鋼部材を対象とし

ていない．そこで，本委員会活動期間中に，比較的簡略化した鋼アーチ橋，鋼トラス橋の鋼部材向け

の材料モデルである多軸マルチリニアモデル 4), 5)を開発した．多軸マルチリニアモデルは，前述した

鋼製橋脚を対象にした高精度な材料モデルと比較して大ひずみ領域までは対象にしていないが，繰り

返し塑性履歴を考慮した解の収束性がよい実務的な多直線近似の材料モデルとなっている．また，こ

の多軸マルチリニアモデルの塑性理論，パラメータ設定等を理解すれば，共通点の多い他の高精度な

材料モデルの理解を深めるのにも役立つはずである．本章では，基本的な材料構成則および高精度な

材料構成則の概要を述べた後に，多軸マルチリニアモデルについて詳細に述べている． 
 
2.1 応力－ひずみ関係 

代表的な鋼材 SS400 の引張試験結果を図 2.1.1に示す．解析では，この荷重－変位曲線を，図 2.1.2

のように近似して用いる．実務等で最も利用されるのは，ひずみ硬化を考慮した同図(a)のバイリニア

モデルである．第 5 章で後述する一方向載荷解析（Pushover 解析）では，繰り返しの影響を考慮する

必要がないので，図 2.1.1 で示したような実験の応力－ひずみ関係を，図 2.1.2(c)，(d)のように降

伏棚も含めて正確に近似した方が解析の計算精度は向上する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1.1 鋼材 SS400 の引張試験結果 

図 2.1.2 応力－ひずみ関係の近似 
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2.2 基本的な（古典的な）材料構成則 

昔からある基本的な硬化則として，図 2.2.1に示すように移動硬化則と等方硬化則がある．この２

つの硬化則を組み合わせた複合硬化則もある．前述した応力－ひずみ関係と組み合わせて，材料モデ

ルが決定される．実務でもっと使用されているのは，バイリニアモデル＋移動硬化則である．ただし，

このバイリニアモデル＋移動硬化則は，ひずみが大きくなると応力が同じ増加率で上昇しつづけて，

応力（荷重）を高く評価することになる．例えば，ブレース材に対してバイリニアモデル＋移動硬化

則を使用すると，最大荷重以降，実験と比較して応力（荷重）が高くなる傾向を示す． 
その応力上昇を抑える目的で，トリリニアモデルやマルチリニアモデルと移動硬化則の組合せが考

えられる．しかし，この組み合わせは推奨できない．例として，移動硬化則でバイリニアモデルとト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リリニアモデルに対して同じ繰り返し荷重

を作用させた場合の解析結果を図 2.2.2 に

示す．それぞれの応力－ひずみ関係は同図

(a)のように定義している．同図(b)がバイリ

ニアモデル，同図(c)がトリリニアモデルの

解析結果である．この結果からトリリニアモ

デルが途中から応力が増加せず，一定になっ

ているのがわかる．その理由を図 2.2.3に示

している．同図(a)は，定義した応力－ひず

み関係であり，一方向載荷解析（Pushover 解
析）では，定義した通りの応力－ひずみ関係
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図 2.2.1 応力－ひずみ関係の近似 
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図 2.2.2 移動硬化則のバイリニアモデルとトリリニアモデルの比較 
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図 2.2.3 移動硬化則＋トリリニアモデル 
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を描く．しかし，繰り返し解析になると，同図(b)のようになる．例えば，2 次勾配（黄色線）の載荷

中に逆載荷が起り，再度降伏すると黄色線の長さは b となって，3 次勾配（赤色線）に移る．このよ

うに処理が進むと，同図(b)に示すように応力が赤色線になると，結果的に応力がおちる現象が起き

る．すなわち，ひずみは累積で評価することに注意されたい．なお，等方硬化則については繰り返し

により応力が過大になり，設計上，好ましくないとの理由から，実務ではほとんど使用されていない． 
 
2.3 繰り返し載荷試験 

鋼材SS400の繰り返し載荷試験の結果を図2.3.1に

示している．図内の色は，後述する３つの領域（等方

的に拡大する塑性領域①：赤色，繰り返しにより縮小

する弾性域②（＝オフセット法で同定した弾性域）：青

色，領域①と領域②を接続する遷移領域③）で区別し

ている．前述した引張試験結果（図 2.1.1）も同様に

領域①②を色付けしている．なお，図 2.3.1内の赤色

の領域①が，圧縮側（対数ひずみが負）で明確に現れ

て，引張側で部分的にしか現れていない．これは，本

繰り返し載荷試験において，正確に両振幅の試験にな

っていないためであり，僅かなずれでもこのように片

寄ってしまう．この試験結果から，前述した基本的な

硬化則と比べると，傾向的には移動硬化則よりは等方

硬化則に近いことがわかる．ただし，等方硬化則は弾

性域が縮小しないため，どうしても応力を高く評価し

てしまう． 
実務でよく使用されているバイリニアモデル＋移動硬化則は，この領域①～③が表現できないため，

繰り返し塑性履歴が考慮されていないことになる． 
 
2.4 高精度な材料構成則の概要 

材料構成則として重要な項目は，降伏関数，流れ則，硬化則の３つである．鋼材の場合は，一般的

に降伏関数として von Mises 降伏関数，流れ則として J2 流れ則が使われるので，材料構成則の特徴付

けるものは残りの硬化則である． 
高精度な材料構成則を分類すると，大きくは(A)と(B)の２つに分けられる． 

(A) 降伏曲面の移動範囲を表す境界曲面を用いたモデル 
・二曲面モデルをベースにしたモデル 

修正二曲面モデル，三曲面モデル 
・単調載荷曲線をベースにしたモデル 

BMC モデル 
(B) 背応力の非線形性を考慮した非線形移動硬化則モデル 
・Armstrong-Frederick(A-F)モデル 
・Chaboche-Rousselier(C-R)モデル 

(B)については，文献 6)でまとめられているので参照されたい．ここでは，鋼製橋脚ですでに多くの

実績がある(A)について，簡単に説明する．どのモデルでも前述した領域①～③は当然，考慮されてい

る． 
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修正二曲面モデルと三曲面モデルは，二曲面モ

デルをベースにして研究開発された材料モデルが

ある．二曲面モデルの応力と塑性ひずみの関係を

図 2.4.1 に示す．二曲面モデルの硬化係数は，図

内に示すように境界線までの距離𝛿をもとに，式(2.4.1)から算出できる． 
 𝐸 = 𝐸 + ℎ 𝛿𝛿 − 𝛿 (2.4.1) 

 
硬化則の計算精度を上げるには，境界線までの

距離𝛿だけで不十分な場合があり，降伏曲面の大き

さの改良，降伏棚の扱い，新たな曲面の導入，累

積相当塑性ひずみや有効相当塑性ひずみによる定義など，いろいろと工夫する必要がある． 
修正二曲面モデルおよび三曲面モデルは，二曲面モデルをベースにしているが，このように大幅に

改良されている．詳細については文献 1), 3)を参照されたい． 
一方，BMC モデルは，単調載荷曲線をベースにしたモデルであり，繰り返し載荷における等方的に

拡大する塑性領域は，引張の単調載荷曲線をベースにして決定している．前述した単調引張試験（図

2.1.1）と繰り返し載荷試験（図 2.3.1）の図内の赤線に対応しており，硬化係数は直感的にわかりや

すい．BMC モデルについても，等方的に拡大する塑性領域以外の領域における硬化係数の決定につい

ては，いろいろと検討されている．詳細については文献 2)を参照されたい． 
 
2.5 高精度な多軸マルチリニアモデル 

(1) ３つの領域 

本委員会活動期間中に，特殊橋梁の実務設計への適用を目指し，BMC モデルを参考に実務者にわか

り易い単調載荷曲線を利用した多軸マルチリニアモデル 4), 5)を開発した．これ以降，このモデルにつ

いて詳細に説明する．まず，モデル概要として，図 2.5.1に一軸繰り返し下での挙動と，図 2.5.1(a) 
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図 2.4.1 二曲面モデルの応力と塑性ひずみ 

(a) 一軸繰り返しでの応力－ひずみ関係 (b) 多軸応力空間での状態 

図 2.5.1 多軸マルチリニアモデル 
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中の点 3 での多軸応力空間での状態を示す．多軸マルチリニアモデルは弾性域と，塑性域での２つの

領域（遷移領域，等方拡大的な塑性領域）の計３つの領域（2.3で示した領域①～③）を持ち，降伏曲

面，記憶曲面がそれぞれの境界となる．なお，本モデルの多軸応力状態への拡張については，文献 4)
に詳述している． 
 
(2) 記憶曲面と等方拡大的な塑性領域 

記憶曲面は半径を履歴最大の相当応力として等方的に拡大するものとし，中心は原点のまま移動し

ない．すなわち，初期の記憶曲面は降伏曲面と一致し，降伏後は移動する降伏曲面を常に包含するよ

うに拡大する．これにより，繰り返し塑性により鋼材の応力が等方的に上昇することを表現する．記

憶曲面の外側である等方拡大的な塑性領域での硬化係数は，図 2.5.1の繰り返し履歴から等方拡大的

な塑性領域のみを取り出して，図 2.5.2の相当応力𝜎ത－塑性ひずみ（有効相当塑性ひずみ𝜀̅
）関係と

したものが単調引張載荷曲線の真応力－塑性ひずみ関係と一致するように，硬化係数を決定する．こ

こで，有効相当塑性ひずみとは，等方拡大的な塑性領域のみでの塑性ひずみ増分の和として定義する．

なお，数値解析では単調載荷での真応力－塑性ひずみ関係を多直線近似して与えている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 降伏曲面と弾性域 

降伏曲面半径を以下の式(2.5.1)のように，有効相当塑性ひずみの関数として表現することにより，

弾性域の縮小を表現する． 
 𝜅 = 𝜅ஶ + (𝜅 − 𝜅ஶ)exp ൭− 𝜀̅𝑎𝜀௬൱ (2.5.1) 

 
ここで， 𝜅：初期の弾性域の大きさ（初期降伏応力の 2 倍） 𝜅ஶ：弾性域の大きさ収束値 𝑎：弾性域の減少度合いを表す係数 𝜀௬：初期降伏ひずみ 
 
(4) 遷移領域 

遷移領域は降伏曲面と記憶曲面の間の領域であり，除荷時や再載荷時において，弾性域を超えた後，

履歴最大応力に到達するまでの領域である．図 2.5.1(a)に示すこの領域での塑性ひずみΔε௧ は有効相
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当塑性ひずみに比例すると仮定する． 
 Δε௧ = 𝑏εത (2.5.2) 
 
また，鋼材の実挙動としては徐々に剛性が連続的に低下するが，モデルを簡易化するため図 2.5.1(a)

のように 2 直線による折れ線として表現し，中間点の位置は，係数𝑐により与える．これを多軸空間で

表すと中間点は中間曲面として表現され，中間曲面内外での硬化係数𝐻ଵ௧，𝐻ଶ௧はそれぞれ，以下の式で

表される． 
 𝐻ଵ௧ = 𝑐1 − 𝑐 Δσ௧Δε௧ (2.5.2𝑎) 

𝐻ଶ௧ = 1 − 𝑐𝑐 Δσ௧Δε௧ (2.5.2𝑏) 

 
ここで，係数𝑐は文献 4)では一定としていたが，載荷の進行に伴い値が上昇する傾向が見られたため，𝑐，𝑐ଵをパラメータに持つ 1 へ漸近する指数関数として表すよう修正を行った． 
 𝑐 = 1 − (1 − 𝑐)exp ൭− 𝜀̅𝑐ଵ𝜀௬൱ (2.5.3) 

 
なお，中間曲面は等方拡大的な塑性領域からの除荷時の毎に設定され，再度記憶曲面へ到達するまで

は半径は一定である．降伏曲面が中間曲面の内側にあるときは移動せず，降伏曲面が中間曲面に接し

たのちは常に降伏曲面を包含するように記憶曲面内を移動する． 
 
2.6 多軸マルチリニアモデルの材料パラメータの同定 

(1) 概要 

実験の再現解析や実構造物の地震応答解析には，本来，その構造物から切り出した鋼材（材料試験

片）の材料試験により構成則のパラメータを定めるべきであるが，実務の耐震設計等において，単調

引張試験はともかく，繰り返し材料試験を毎回実施するのは現実的ではない．また，板厚の薄い鋼材

では圧縮時に早期に座屈が生じて実験そのものが困難である．そこで，本委員会活動中に，実務設計

での使用を考慮して，鋼材の種類を選定すれば構成則のパラメータが設定できるように，既往の一軸

の片振り・両振り繰り返し材料試験 7)の結果を整理して繰り返しパラメータの同定を行うことを進め

てきた（活動終了後も継続）． 
 
(2) 材料試験片 

材料試験に用いた試験片は，2.8で後述する支柱模

型実験での鋼種 SM400 と溶接性以外の機械的性質が

同等な鋼板（SS400，板厚 35mm）から切削加工して

製作した．形状は図 2.6.1に示す円形断面のダンベル

型試験片とし，一軸繰り返し試験での圧縮時の座屈を

抑制するため，中央の平行部を JIS4 号試験片よりも

太く短いものとしている． 
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図 2.6.1 一軸繰り返し材料試験片 
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(3) 載荷方法 

繰り返し載荷試験としては，引張と圧縮ひずみを等しく漸増させる両振り漸増載荷試験と，小振幅

の繰り返しを伴いながら引張側へと載荷を行う試験の 2 種類を実施した．両振り漸増載荷試験では，

降伏ひずみ𝜀௬を基準振幅として，その整数倍に振幅を漸増させる．小振幅の繰り返しを伴う引張試験

では，図 2.6.2に示すように，圧縮時のひ

ずみ振幅は2𝜀௬と固定し，引張時のひずみ

振幅を2.2𝜀௬～5𝜀௬として圧縮時のひずみ振

幅よりも大きくし，全体として引張側に推

移していく載荷としている．なお，降伏ひ

ずみ𝜀௬およびパラメータ同定に必要とな

るヤング率，降伏応力等は，同ロットの鋼

板から製作した JIS4 号試験片による引張

試験より同定している． 
 
(4) 実験結果および繰り返し材料パラメータの同定 

図 2.6.3に各繰り返し載荷試験により得られた真応力－対数ひずみ関係を示す．図 2.6.3(a)の小振

幅の繰り返しを伴う引張試験結果において，オフセット法により弾性域を同定し，無次元化した弾性

域の大きさ𝜅/𝜅と有効相当ひずみの関係を図 2.6.4(a)のように求め，𝜅/𝜅と𝑎を同定した． 
また，図 2.6.3(b)の両振り漸増載荷試験から，遷移領域の塑性ひずみ－有効相当塑性ひずみ関係（図

2.6.4(b)）および中間曲面位置を表す係数c－有効相当塑性ひずみ関係（図 2.6.4(c)）を整理し，材料

パラメータ𝑏，𝑐，𝑐ଵを同定した．これらのパラメータはいずれも無次元量であり，同定値を表 2.6.1

に整理して示す．この表は，鋼材 SS400 の同定値であり，他の鋼材についても材料パラメータの同定

が進んでいる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 2.6.2 小振幅の繰り返しを伴う引張試験で与え

るひずみ履歴 
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(a) 小振幅の繰り返しを伴う引張試験 (b) 両振り漸増載荷試験 

図 2.6.3 繰り返し材料試験で得られた真応力－対数ひずみ関係 
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弾性域 
弾性域の大きさの収束値 𝜅/𝜅 0.600 

縮小の係数 𝑎 2.15 

遷移領域 

ひずみの大きさに関する係数 𝑏 0.535 

中間点位置に関する係数 
c 0.814 cଵ 148 

 

 

2.7 アーチ橋支柱の地震時挙動 

(1) 対象橋梁とモデル化 

前節で多軸マルチリニアモデルの材料パラメータの同定が終わったので，鋼アーチ橋の部材に対し

て多軸マルチリニアモデルの適用を試みる．その前に，対象とする高アーチ橋のアーチ支柱の地震時

挙動を確認することにした． 
検討対象のアーチ橋は，図 2.7.1に示すような上路式鋼アーチ橋であり，後述する 5.3等で示して

いる橋梁である．着目する支柱は，図内に赤線で示している箱形断面の鋼部材である．モデル化につ

いては，学会示方書を参考にして，はり要素（ファイバー要素）による 3 次元骨組モデル（図 2.7.1）

とし，塑性化する鋼部材を細かく要素分割した．なお，鋼材の材料構成則については，ここではバイ

リニアモデルの移動硬化則とした． 
  

0
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0.8

1

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05

実験 同定曲線

履歴最大塑性ひずみ

弾性域の大きさκ/κ0
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0 0.05 0.1 0.15

実験 同定曲線
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(a) 𝜅/𝜅0－有効相当ひずみ関係 (b) 遷移領域の塑性ひずみ－有効相当ひずみ関係 

(c) 係数c－有効相当ひずみ関係 

図 2.6.4 繰り返し材料パラメータの同定 

表 2.6.1 同定された材料パラメータ 
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(2) 解析条件 

作用させる地震動として，兵庫県南部地震の観測波形 JMA を用いて，NS 成分の波形を橋軸方向（X
軸方向），EW 成分の波形を橋軸直角方向（Y 軸方向）に作用させる同時 2 方向加震とした．着目する

支柱を明確に塑性化させるため，観測波形を 1.5 倍にして加震した．その他の解析条件の解析手法（動

的弾塑性有限変位解析）や減衰等についても，学会示方書の通りとした． 
 
(3) 解析結果 

同時 2 方向載荷の地震応答解析結果を図 2.7.2に示す．この図は，変形状態をわかり易くするため

変形表示倍率を 10 倍して，応答ひずみを降伏ひずみで正規化した色（降伏は赤色）で示している．着

目している支柱は，上下端で塑性化しているのが確認でき，支柱上部付近で最大圧縮ひずみが 3.47𝜀௬，
最大引張ひずみが 2.73𝜀௬となった．この支柱の上端と上端から 2.5m 位置の相対変位の時刻歴グラフ

を図 2.7.3 に示す．同図(a)の橋軸方向（X 軸方向）に最大 22mm，同図(b)の橋軸直角方向（Y 軸方

向）に最大 20mm 変位していることがわかる．また，それらの 2 方向の応答変位をグラフにすると，

図 2.7.4のようになり，支柱が 2 方向に変位していることも確認できる．最後に支柱の軸力の応答履

歴を示すと，図 2.7.5のようになる．この図から，軸力が大きく変動し（引張力も生じ），最大圧縮軸

力が降伏軸力 Nyの 0.4 倍にも達していることがわかる．以上ら，直目している支柱は，大きく変動す

る高軸力作用下で，同時水平 2 方向に変位することによって塑性化したことになる．すなわち，支柱

が多軸応力状態にて塑性化したといえる． 

使 用 材 料

：𝑆𝑀𝐴490アーチリブ

：𝑆𝑆400下横構

：𝑆𝑀𝐴490端柱

：𝑆𝑆400対傾構

：𝑆𝑀𝐴490補剛桁

：𝑆𝑆400支柱(𝐶2)
合計重量：

全体骨組み図

桁部分断面図 （単位： ）
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60（ハンチ）

220

使 用 材 料

：𝑆𝑀𝐴490アーチリブ

：𝑆𝑆400下横構

：𝑆𝑀𝐴490端柱

：𝑆𝑆400対傾構

：𝑆𝑀𝐴490補剛桁

：𝑆𝑆400支柱(𝐶2)

主要部材の断面図
（補剛桁）

（アーチリブ）

（端柱）
（C2支柱）550

1 600 2816
28

19
22

221 441 947 500500

19 19

8 200

350
10 9300

図 2.7.1 対象橋梁と 3次元骨組モデル（単位：mm） 
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2.8 地震時の荷重履歴に基づく支柱の 3次元載荷実験 

(1) 供試体および載荷方法 

実験供試体は，図 2.8.1 に示すように前述した図 2.7.2(b)の実構造 C2 の 1/2 スケールとし，セッ

トアップ状況を図 2.8.2に示す．載荷装置の境界条件としては，図中供試体の左端が固定端であり，

図 2.7.2でのアーチ橋支柱の上端に対応する．また，供試体の図中右側に荷重載荷点があり，供試体

と荷重載荷点の間は十分剛な治具により連結されている．ヒンジ構造である載荷点はモーメント 0 点

であり，近似的に 2.7での実大アーチ橋解析での支柱の変曲点に相当し，図 2.7.2での上端から 2.5m
の点近傍に対応するものである． 

(a) 橋軸方向 (b) 橋軸直角方向 

図 2.7.3 応答変位の時刻歴 
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図 2.7.4 2 方向応答変位 
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図 2.7.5 垂直材の全断面降伏軸力比時刻歴 
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図 2.7.2 ひずみコンター変形図（変形表示倍率：10倍） 

(a) 全体図 

(b) C2 部拡大 
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載荷方法としては，3.7(3)のアーチ橋全体の地震時応答解析から得られた支柱の変位・荷重履歴を

そのまま静的に与えた．すなわち，実際の支柱の多軸応力状態をそのまま再現することになる．具体

的には，鉛直荷重は図 2.7.5での値を縮尺比に従い 1/4，水平 2 方向変位は図 2.7.3での値を 1/2 とし

て 3 軸制御を行った．なお，載荷時間の短縮のため，比較的応答の大きい 2.7s～12.0s での応答を約

2mm/min の静的載荷となるようステップを調整した．また，供試体は取り付け部等が多少変形するた

め，載荷点に与えた変位と比べて支柱部に実質的に作用する変位が減少してしまうことから，事前の

弾性載荷おける供試体剛性と 2.9で後述する解析モデルによる弾性剛性を比較して，載荷点の制御変

位を 1.4 倍として与えることとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 実験結果 

実験で得られた水平荷重－水平変位を図 2.8.3 に示す．この図の実験結果から，橋軸方向（X 軸方

向），橋軸直角方向（Y 軸方向）ともに履歴挙動を描き塑性化していることが確認できる．ただし，明

確な荷重低下には至らなかった．また，固定端から 75mm の位置に貼付したひずみゲージでは，最大

圧縮ひずみが，橋軸方向の＋X 方向面で 4.8𝜀௬，－X 方向面で 14.1𝜀௬，橋軸直角方向の＋Y 方向面で

1.5𝜀௬，－Y 方向面で 3.7𝜀௬を計測しており，両面とも塑性化が生じているのを確認した．前述した地

震応答解析結果も塑性化し，ひずみ値（はり要素であるため平均化された値）は，これらの値より低

めになっている．実験終了後に，塑性化した供試体の表面を観察，計測を行ったが，局部的な凹凸は

明確には観察できなかった． 
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図 2.8.1 支柱実験供試体 
図 2.8.2 支柱試験セットアップ状況 

(a) 橋軸方向(X 軸方向) (b) 橋軸直角方向(Y軸方向) 

図 2.8.3 支柱実験の荷重－変位関係 
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2.9 多軸マルチリニアモデルによる支柱実験の再現解析 

(1) 解析モデルおよび載荷条件 

再現解析の解析モデルを図 2.9.1に示す．供試体に対応する部分をシェル要素で，載荷治具等の部

分を剛体はり要素でモデル化した．供試体のシェルモデルの材料構成則は，前述した多軸マルチリニ

アモデルとし，単調引張挙動については支柱供試体素材の引張試験結果を多直線近似した図 2.9.2を

用い，繰り返しに関する材料パラメータは 2.6にて同定した表 2.6.1の値を使用した．要素分割につ

いては，局部座屈が表現できる程度に要素分割した．本解析モデルの境界条件として，解析モデルの

下端を拘束し，上端には実験と同様に鉛直方向に荷重履歴，水平方向に同時 2 方向で強制変位履歴を

与えた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 再現解析結果（荷重－変位曲線） 

解析結果の載荷荷重と載荷点変位の関係を，図 2.9.3に実験結果と合わせて示している．この図か

ら，橋軸方向（X 軸方向），橋軸直角方向（Y 軸方向），両方向ともほぼ実験結果を再現できていると

いえる．実験の方が多少荷重が小さいのは，載荷治具の変形やガタ等によるものと考えられる． 
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図 2.9.1 供試体の解析モデル 

図 2.9.2 解析に用いた真応力－対数ひずみ関係 
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図 2.9.3 支柱実験の荷重－変位関係 
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次に，多軸マルチリニアモデルモデルが繰り返し塑性履歴を表現できているかを確認するため，橋

軸方向の荷重履歴を載荷 step でグラフにすると，図 2.9.4(a)のようになった．この図から，正負最大

荷重は前述したように多少解析の方が高くなっているが，実験で最大荷重を示した 130step 以降の解

析結果はかなりの精度で実験を再現できているといえる．比較のために，材料構成則としてバイリニ

アモデル＋移動硬化則に変更して解析した結果を同図(b)に示す．この図から，バイリニアモデル＋移

動硬化則では実験の最大荷重以降（例えば，点線青丸印），多軸マルチリニアモデルと比較して，実験

の再現性が悪いことがわかる．両モデルの差から，多軸マルチリニアモデルが，繰り返し塑性履歴を

考慮できていると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 再現解析結果（変形状態） 

解析結果の局部座屈等の変形が，実験と同様に見た目上，確認できなかったので，変形表示倍率を

100 倍にして表示させると，図 2.9.5(a)のようになった．この図から，支柱基部付近においてフラン

ジ面（橋軸方向に対して垂直な面）が外側へ変形し，ウェブ面では中央部が内側へ凹んでいるのが確

認できる．比較のために，荷重条件について，一定軸力下で 1 方向繰り返し漸増載荷へ変更した解析

結果を同図(b)に示す．1 方向載荷では，フランジ面が内側に凹んで，ウェブ面全体が外側へ局部座屈

するという一般的な変形挙動を示している．本実験では，明確な変形が確認できなかったが，通常行

われている一定軸力下での繰り返し漸増載荷の場合と異なる変形状態になると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 実験再現解析 (b) 1 方向載荷解析(参考) 

図 2.9.5 変形形状（変形表示倍率：100 倍） 

(a) 多軸マルチリニアモデル (b) バイリニアモデル 
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図 2.9.4 X 軸方向水平力の推移 

-100

-50

0

50

100

0 100 200 300 400 500 600

fx
 (k

N
)

step

実験 解析

14



2.10 まとめ 

本報告書では，まず，基本的な材料構成則および高精度な材料構成則についてモデルの特徴や注意

点等について簡単に述べ，例として SS400 の材料試験結果についても示した．次に，多軸マルチリニ

アモデルについて，モデル概要，材料パラメータの同定，鋼アーチ橋の支柱の地震時挙動の確認およ

び再現実験を行い，最後に，実験の再現解析を行って，鋼アーチ橋の鋼部材への適用を試みた．ここ

では支柱を対象としたが，支柱の対傾構の H 形鋼についても，文献 1)で検討している．しかし，実務

者が実橋へ本モデルを適用するには，これまでの検討だけでは不十分であるため，引き続き鋼部材の

載荷実験，実験再現解析，材料試験，材料パラメータの同定，種類の異なる実橋への適用等を進めて

いきたい． 
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